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横 浜 市 中 小 企 業 振 興 基 本 条 例 に 基 づ く 

令和４年度の取組状況について 

 

１ 中小企業振興施策の実施状況について …………………………………………………２ 

 

【報告書掲載事業】 １事業／全体 67 事業 

番号 事   業   名 掲載頁 

37 横浜健康経営認証制度 35 
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１ 中小企業振興施策の実施状況について 

＜事業・取組のねらいと概要＞       (健康福祉局健康推進課、経済局中小企業振興課) 

  健康経営の概念を幅広く普及するとともに、健康経営に取り組む事業所を横浜健康経営認証

事業所として認証し、支援しています。健康経営とは、従業員等の健康保持・増進の取組を企業

の収益性等を高める投資として捉え、従業員等の健康づくりを経営的な視点から考え、戦略的

に実践することです。 

※「健康経営」は特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標です。 

(単位：千円) 

     R4決算額 3,807

　　R3決算額 4,054

37 横浜健康経営認証制度  

【令和４年度の具体的な実績・成果】 

 令和４年度 令和３年度 

応募事業所数 414 511 

認証事業所数 414 510 

 中小企業数 339 404 

  小規模事業者数 181 185 

＜改善の取組＞ 

健康経営の推進、企業活動の継続には、災害や感染

症の拡大等の緊急事態を予測し事前に対策を行うことが

必要であるという考えのもと、応募用紙に事業継続計画

（ＢＣＰ）策定の項目を追加しました。また、デジタル化を進

めるため、市電子申請・届出システムによる応募受付を導

入するとともに、事業所が従業員の働き方に合わせて健

康経営を推進できるよう、健康講座をオンラインで実施す

るなど、当事業の一層の普及に取り組みました。 

 

＜課題と今後の対応＞ 

〇健康経営に取り組む機運は高

まりつつあるものの、引き続き、普

及啓発を継続していく必要があり

ます。 

〇健康経営の普及啓発に加え

て、SDGs の達成や働きやすい

職場づくりなど、社会のニーズに

応え、地域に貢献しながら経営に

取り組む企業を応援するため、本

市が実施する４つの認定・ 認証

制度を全て取得した企業を対象

とする「横浜グランドスラム企業表

彰」を創設しています。 

〇協定締結企業と連携し、健康

経営の取組をさらに進めるための

ポイントを周知するセミナーの開

催や、横浜健康経営認証制度募

集案内の配付等を積極的に行う

ことで、市内企業、特に中小企業

に向けて健康経営をより一層推

進していきます。 
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２ 物品及び委託契約における市内中小企業者の受注機会の増大について 

(1) 令和４年度の受注機会増大に向けた取組 

  物品の調達及び委託業務の発注にあたっては、市内経済の活性化の観点を踏まえ、従

来から市内中小企業者への優先発注を基本方針として位置づけ、その周知徹底に向けた

取組を進めています。 

 

主な取組 

  ・ 実務担当者を対象とした経理研修資料において、市内中小企業者への優先発注につ

いての説明の実施 

  ・ 業者選定委員会において、契約案件ごとに市内中小企業者の受注の可否を確認し、

可能なものについては市内中小企業者を優先的に選定 

・ 発注伺様式の市内・市外等の区分や中小企業、大企業の区分に関する項目の活用に

よる、市内中小企業者への発注の意識づけ及びチェック機能の強化 

 

令和４年度発注状況  

・ 市内中小企業との契約実績件数 2,327 件（前年度比 49 件の減） 

  契約実績件数に対する構成比率 85.6％（前年度比 2.0 ポイントの減） 

・ 市内中小企業との契約実績金額 1,447,605 千円（前年度比 104,600 千円の減） 

  契約実績金額に対する構成比率 42.0％（前年度比 2.2 ポイントの増） 

 

(2) 今後の受注機会増大に向けた取組の方向性 

「障害者優先調達推進法」に基づく障害者施設等への発注など、他の施策との調和を

図りつつ、引き続き市内中小企業者への優先発注を基本方針として進め、今後もこれま

での取組を継続し、基本方針の周知徹底を図っていきます。 
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市内中小企業者への健康福祉局発注状況（健康福祉局契約分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 市内中小企業契約実績  

件数 構成比率 
前年度か 

らの増減 
金 額 構成比率 

前年度か 

らの増減 
件数 金 額 件数 金 額 

令

和

４

年

度 

 件 ％  千円 ％  件 千円 件 千円 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 1,807 89.1 ▲1.9 165,655 66.0 ▲12.0 2,027 250,806 221 650,535 

委託 520 75.3 ▲1.1 1,281,951 40.1 2.6 691 3,195,104 3,461 66,006,611 

合計 2,327 85.6 ▲2.0 1,447,605 42.0 2.2 2,718 3,445,910 3,682 66,657,146 

令

和

３

年

度 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 1,893 91.0 ▲0.5 170,215 78.0 9.6 2,080 218,220 322 320,169 

委託 483 76.3 0.5 1,381,990 37.6 16.9 633 3,680,298 2,941 72,439,194 

合計 2,376 87.6 ▲0.5 1,552,205 39.8 13.5 2,713 3,898,518 3,263 72,759,363 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、競争

の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政府

調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 

 

 

【参考資料】 

市内中小企業者への健康福祉局発注状況（財政局契約部契約締結分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 市内中小企業契約実績  

件数 構成比率 
前年度か 

らの増減 
金 額 構成比率 

前年度か 

らの増減 
件数 金 額 件数 金 額 

令

和

４

年

度 

 件 ％  千円 ％  件 千円 件 千円 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 205 94.0 0.4 404,306 90.3 14.8 218 447,908 32 465,571 

委託 65 97.0 3.8 508,289 99.5 1.0 67 510,744 32 600,197 

合計 270 94.7 1.2 912,595 95.2 9.7 285 958,652 64 1,065,767 

令

和

３

年

度 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 234 93.6 ▲1.9 306,275 75.5 ▲5.3 250 405,753 21 96,885 

委託 55 93.2 0.0 306,352 98.5 3.4 59 311,029 38 581,170 

合計 289 93.5 ▲1.6 612,627 85.5 ▲1.7 309 716,782 59 678,055 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、競争

の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政府

調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 

 

 


